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外国公務員贈賄の探知に関する勧告 

 

３．公益通報者保護に関して、ＷＧＢは日本に対して以下を勧告する。 

a. 公益通報者保護法における保護対象者を広げ、役員、取締役及びその他

の企業経営者を含めること。 

b. 外国公務員贈賄の疑わしい行為を通報した公益通報者を差別的な扱い

又は懲戒処分から保護するため、以下のような追加的措置をとること。 

（１） 公益通報者保護法の条項に違反した企業に対して刑事又は行政上

の制裁を与えること、 

（２） 専ら公益通報者が報復や差別を受けたことを証明する負担を負う

ことがないようにすること。 

 


